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本甚は1961年12月に独立したクンガニーカ共和1-t<lの経

済仕会開発5カ年it画であ I)，ニエレレ大統領の就任演

説 (1962年）に示されに構忠の具体案である。その間

1964年4Jj, Inj国はザンジバルと合併してタンガニーカ

ザンジバル連合 (I()月以降はタンザニアと改称）が'I:.
まれたが，この 2巻でぱまだ後行の地域は含まれず，近

く追加されることになってい

タンガニーカ政府はすでに自力埠設：i力り叶画 (1961

~64)を実施したが，本苫で扱われている開発[|画はそ

の後に千定された1980年にいたるまでの艮期的で総合的

なものの一部である。その全叶画は 3次に分けられ，最

終H標は，（1)198(）年までに 1人立にり国民所得を現在

の19ボンド 6シリングから45ポンドまでに引き上げるこ

と，（2）行政・梢業の管理部門にタンガニーカ人を起用し，

熟練労働者を自給すること，（3）平均寿命

オを5(）オまでにのばすことである。

本占はそのうちの第 1次 (1964~69)の内容をホすも

ので，第 1 巻では経済・社会・行政•財政・労働などの

部門における一般的分析がなされ，第 2巻では農林・上

地・商工業・情報・地方行政・労働・教育・厚生などの

各省の具体的なプログラムが提示されている。国民所得

の年成長率は 6.7%とされ，人日増加を計算に入れても

1人当たりのそれは 4.6%アップと推定っ特に，農業開

発については agriculturalextension workerや corn-

munity development officerを通しての生産増強，新開

地の開拓をあげ，商品農産物の年間 7％の増加を見込ん

でいる。 t業ではケニア， ウガンダとの東アフリカ共Inl

役務機構全体の利益を拡大する力向立農業部門(/)！名の

成長を目標としている。外国資本との関係は，従来同国

がそれに依存する1文合し、が大きか，ただitにこし1)[1、iiム

建設を進める上でどのように調整してし、くかが注Hされ

るが，本甚では計画達成に必要な総経費2億46()()万ポン

凡り間約5()00万ボンドのうち半分以上を外国からの援

助，借款，民間投資に期待しなければならないと指摘し

ている。 （今井）

I合器翌：ごぢ喜i華そ怜互□゚五［［；悶；；生［三，；1 
クイ国政府は総合的な経済聞発遂行のため， 1957年llt

昇銀行に調査を依頼した。その報告と勧告に基ついて

1959り国家経済開発Jiを設立し， 1961年経済閲発6カ年

I,I画に着手した。本益は， 2期に分かれて発足した叶画

の第 1期1961~63年を終えた時点に立ち，原案を再検討

した上，作成された第2期1964~66年の計画書である。

内容は 2部に分かれ，第 1部の「，it画とその達成」に

は，タイ［目の経済情的と長期展望，経済開発の目的と政

策，第 l期附発計画の成果，第 2期開発叶画の改几間

発，1|画の遂行，の各章があり，第 2部「部門別叶画！

は，農業，鉱工業屯力，運輸通信，社会福祉，公衆衛

生，教育等の部門別に阻発，ii画が記述され，さらに巻末

には統ii表が付されている。 （渡辺）
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・
ジュネープで開かれた国連貿易開発会議に

関連して，農産品貿易の現在の主要傾向，現状・問題点

を後進国側に重点をおいて検討し，それに対する対策に

ついて調査した資料。第 1部「概観」では，第2次大戦

後の農産品貿易の全般的展望を与える。第 1草では戦後

における農産品貿易の上要傾向を，第2章では「国連I開

発l(）年の時期」における農産品貿易の現状・展望を示

ている。第2部「 1次農産物の貿易」では，商品別また

は洛伽グルーフ別に1Iij様な慨括が与えられてし‘るい商品

は，（l）先進諸匡の輸出品（穀物，酪農製品），（2）先進・

l Iぅ
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後進諸国が競合する輸出品（米，脂油，砂粕， タバコ），

(3)熱帯後進国輸出品（コーヒー， ココア，茶），（4）原料農

産物（綿花，羊毛，ジュート，ゴム），（5）水産物・木材・

皮革のグループに分けて検討されている。第 3部 f加工

農産物の貿易」では，かんづめ，柏物油，綿製品・ジ

ート製品等を扱っている，

第2巻は，全巻第 4部 1統，il］にあて，先進国，後進

国中央計画国に大別し，さらに地域別に細分して，各

国間の農産品貿易統計を整理し，全体的な流れを把握し

やすくしている。 （中村）

I三悶。悶［悶．9，I人1ご＇`）’＇此 'llご'.’賃；4，‘誓[),I 
現在ウッタル・プラデン州政府の農業大臣である著者

は，過去には同州のザミーンダーリー廃止法 (1950年）

その他の土地改革法の策定において重要な任にあたった

ー一人である，

1959年のナーグプル大会で国民会議派全国委員会は，

土地保有の最高限度設定によって生ずる余剰地や零細経

営規模の農地をプールして農業の協同化を徐々に実現す

るという決議を採択し，士地改革に新屈面をもたらし

た令詞決議に対して著者は強く反対し， （1らの拷えを後

に Jointfarming X-ray、?d; the probl,、'Ill and its 

solution (Bombay, 1959)に著わしたり本喜はその改訂

版で，インドの現実のその後の展開も初版での結論(1)正

しさを証明していると著者はいう。

インドの農業ないしは経済全体の根本的間題は，ー）j

の天然資源（とくに土地）と資本のイサ足，他方の膨大な

人目の存在に起因する極端な貧困にあり，その解決方策

の一つとして提示された協同耕作と大規模の農業経宮に

ついては，富の生産および分配遵雇用，

から検討して，それは実行不可能で閲題解決ともならな

いと否定しているC インドの現実の特殊条件に遮合する

方向は，集約的自営農による増産，労働集約的小規模工

業の開発による工業化，人目増加の抑制などによって貧

困を克服することにある， というのが著者の主張の基本

点である。 （浜l」)

I }̀、41：二：l:］，虚嘉t;Itば，塁．勺＇（＇芯“噂。 r(／kIII 
Coll1stock Publishing Associates, l!lti4,,1':l!l p. f 

第2次大戦後，台液はアメリカのばく大なドル援助を

バックに， 日本・西ドイツにつぐ高い絆済成長率を維持

してきたJ 特に、農業がこの点におし、て果たした役州は

116 

大きし、99

本甚は，台湾の農業問題のエキスパートである ’r.H. 

Shen（沈宗潮）が，戦後の台湾農業の発展をダイナミ

ックに跡づけ，将来を殷望しようとした本格的な著作で

ある •a

第 l 部および第 2 部では，土地改革•閲発JI·画・技術

改善等の成果と論じ、 1エーカー判たりの穀物生産，'!:iで

世界の卜、ップグループに突入した台湾農業のなぞを解明

する．，

第3部では，農業の発展に伴って起こりつつある農村

の社会的変貌をとりあげる。著者は，特に，伝統的な大

家朕制のもつ弊’むを指摘する。 （村野）

I臼nk:1a;〗〗：ea:〗:ga1t:ICen仇．［；［ご霊ば， I
アルゼンチン，プラジル，チリー， コロンビア． メキシ

コ，ベネズエラの 6カ国を対象に，民間企業の企業者の

社会的性格，主要企業の所有楕造を略述したもの，経済

発展に占める民間企業の主導性を高く評価する立場から

ラテン・アメリカの民間企業をとりまく環境の変化と，

それに対応する介業者の性格を分析し，民間企業を助長

・育成するための政府企業外国資本のあり方を，提言

してし、か

本共は， N.P.A. （全米，汁画協会）の Committeeon 

Overseas Developmentから出された 1恥 develo炉IlC9It

()j̀ jiriran priratc t11terpriseにつぐ第 2番目の調査

リポートであり，また， AID（アメリカ政府国際開発援

功／＂））の湖査プ ログラムの一環をもなしている。（小坂）

New York, E P Dutton, 1964, 430p̀ | I芦嘉t.，Loau贔巴悶：、＇喜ご霊儡仇';;::;悶 (l){fl,9

C. Wright Millsの論文集 (1963)ならびに記念論文

集(]9団）の編さん，および Radicalismand the revolt 

against reason ; the social theories of Georges Sorel 

(1961)以下数々の社会学上の著作で知られるアメリカの

異色政治社会学者 I.L. Horowitzの， 現代プラジルに

関する特にアメリカ向けの啓蒙書。先進資本主義国によ

って梢えつけられた後進国ブラジルの単ー作物経済は，

現在の段階でも依然としてプラジル独目の発展の桂桔と

な，てさにそこには 1もてる国J先進工業国と「もた

ざる国」後進国との間の国際的な関係と，国内における

［もてる者）と「もたざる者」との間の関係が二重に軍

な；た現代の縮図をみることができる J 著者は本薯で
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「もにざる人々」農民を基盤とする農民同盟 LigasCam鼻

ponesasを率いた FranciscoJuliaoの民族上義的革命運

動を贔く評価しつつ，アメリカのプラジル槻およびブラ

ジル嵌策をよそに自らの社会受動 (revolution)を進め

つつあるプラジルの姿を描こうとしている 本書にはさ

はじめて英文に翻訳されたプラジルの社会学抒経済学：

者，政治家，政治運動家の論文・演説・山簡などを多く

収録・引用し，努めてプラジル人自身の思想を紹介しよ

うとしている<,巻末には文献目録ならびに索引を付す"

なお，著者がプラジルと対照的であるとみるアルゼン f̀

については別著『ヘロン］義の台頭と没落Jを執箪

中。 （芝宅）

1全窓e立と翌苺乞ぎ唸瓦迄亙望e,et;｛［[l 
経済発梱は，いうまでもなく，経済関係からのみでは，

どらええない。したがってまた，その評価も．社会仝体

に還元された成果いかんによらなければならなし、。以上

の視点か凡、本薯の内容は，第 1章において， l：として，

1950年以降のラデン・アメリカ経済の特質問題点，｝Jせ

望を概括、第 2章以下において，国際貿易， インフレ

ン，外国資本，発展の政治的社会的側面，開発叶画，

経済統合などが，経済発展に果たす役割を略述し，最後

に当時発足したばかり．の「進歩のための同盟」に，ラ

テン・アメリカ発展の契機としての大きな期待をかけて

¥（、か 196li年10月に， メキシコの ElColegio Nacional 

で柑者が行なった連の講義を収めたものであるため＊

概括的ではあるが，プラグマティストとしての柑者の，

ラテン・ア．メリカ経済発朕政策に対する基本的姿勢を，

十分に知ることができる。

なお，本書は， 1962年に， Viabilidadewnomim de 

Am[ri(u Lati”'Lの甚名で， Fondode Cultura Econb。

micaから出版されたものの英訳である。 （小坂）

し， Palkhivala氏は現在 LawCommi認 ionの委員

でもある。今回の改訂は主として，後者の手で行なわれ，

前者は監修者的立場にあったようである。

上・下 2巻2000ページに及ぶ大部な本書のうち，第 1

巻がその中心をなす逐条解説の部分で， 1961年法制定後

の41ぃlの改正もフォローして， 1963年11月19日現在の条

文について，逐条解説，判例紹介がなされている。なお

巻頭には，上要判例の要旨および判例の総索引がある。

第2巻はいわば資料篇ともいうべき部分で， 1922年

法と 1961年法(1)全文およびその条文対比表、 1962年の施

行規則や，所得税関係の告示，命令等が収録され，最後

に， 1958年以降の各年度の財政法や関係諸法令が添えら

れてし、る。 （林）
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i ;,：ct/"1'？悶a1”a（し；l｝)1::a¥x]悶闘悶。土abi;'y，a):
M. TripathI Private Ltd., 1963, 2vok.l  

条文数 3(X) 条に近いインド所得税法のほとんど唯—--ii)

権威あるコンメンケールQ 1950年の初版1:l]行以来，戯に

:11111(/）改r）［を経てし、るが， 1，iJ法は1961年に全文改止さ Jl, 

たので，今度がその最初の改訂刊行である。

怖者it，し、ずれも現在弁護 lて， Kanga卿はか"/9 

i i，ポン sこ｛ぷパが広院判北ボンヘ{J•I•I法律顧11りと歴1I:

I 1 7 


